
事業事前評価表(プロジェクト方式技術協力)

作成日：平成14年5月23日 担当部・課：農業開発協力部畜産園芸課

案件名：酪農を通じた中小規模農家経営改善計画

当該対象国：パラグァイ 実施地域：アスンシオン

実施予定期間：2002.9.1～2004.8.31

1. プロジェクト要請の背景

パラグァイにおける牛乳の需要は、一人あたり消費量及び近年の人口増加率に応

じて拡大している。一方、牛乳生産量はこれに十分対応できておらず、一部輸入

に頼っている状況である。また、パラグァイの総酪農家数の8割が飼養頭数4頭

以下の中小規模農家で占められているが、それらの生産性は低く、1頭当り年間

乳量は約2,400kgで、隣国アルゼンチンの2/3（日本の1/3）である。

同国の酪農は、乳牛の人工授精技術に係る活動は一部なされているものの、飼養

管理技術の指導は十分に行われておらず、特に中小規模酪農家の技術レベルは依

然低い状況にある。

かかる背景の技術課題を改善することを目指し、パラグアイ政府は、1998年に

日本国政府に対し、酪農生産技術の改善を通して中小規模農家の経営強化を目的

としたプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

一方、本要請に基づくこれまでの調査を通して、様々な技術課題に対応する協力

計画を検討してきたが、技術の普及体制や関連機関の役割分担等のパラグァイ側

の中小規模農家向け酪農支援体制に改善の余地のあることが明らかとなった。こ

のような状況下で、当初計画のような技術改善に係る活動を展開しても、最終受

益者である中小規模農家に対して協力の効果発現が充分見込めないと考えられ

た。 

このため、本計画では先方関係者との協議を踏まえ、事業実施の根拠となる戦略

や制度の確立と必要な体制整備への取り組みを中心活動とすることとした。



表1：年間1人当たり牛乳消費量 （単位:kg）

パラグァイ
アルゼン

ティン
ブラジル チリ

1986 49.5 158.8 98.1 79.7

1990 55.8 167.0 93.5 93.9

1995 82.0 213.7 116.2 122.0

1999 85.0 229.7 127.7 113.5

FAO "Food Balance Sheet"

表2：乳牛1頭当たり生産量の推移（kg/年）

パラグァイ
アルゼンティ

ン

1979-81 1,903 1,746

1990 1,897 2,207

1995 1,899 3,741

1999 2,405 3,900

FAO "Prodaction Yearbook" 

表3：飼養頭数規模別生乳生産量（単位：戸、頭、リットル）

頭数 農家数 ％ 飼養頭数 ％

1～2 90,887.00 63.89 124,606.00 24.08

3～4 25,372.00 17.84 85,821.00 16.59

5～9 15,866.00 11.15 97,609.00 18.86

10～19 6,737.00 4.74 82,061.00 15.86

20～59 3,085.00 2.17 88,913.00 17.18

60～99 192.00 0.13 13,764.00 2.66

100～199 82.00 0.06 10,284.00 1.99



200～ 32.00 0.02 14,372.00 2.78

計 142,253.00 100.00 517,430.00 100.00

資料：1991年農業センサスから

2. 相手国実施機関：農牧省畜産研究生産局（DIPA）

3. プロジェクトの概要および達成目標

(1) 達成目標

1. プロジェクト終了時の達成目標

酪農を通じた中小規模農家の経営改善に必要な支援制度が明確になり、

それに応じて関連機関の役割と機能が改善される。

2. 協力終了後に達成が期待される目標

最終目標：中小規模農家の経営が改善される。

上位目標：中小規模農家に適した酪農経営モデルが構築される。

(2) 成果・活動

上記の目標を達成するために以下のような成果を目指した活動を行う。

1. 中小規模農家、農協、生産者組合、市場、DIPAの活動、農牧省の酪農

分野における施策の実態が調査される。

2. 調査を通じて収集されたデータを分析し、中小規模農家の経営改善支援

策が明確になる。

3. 中小規模農家の経営改善を支援する体制構築のために、関連機関の役割

と機能が改善される。

(3) 投入予定（インプット）

1. 日本側

プロジェクトの持続性を考慮し、既存設備や組織等、現地資源を最大限



活用し、新規施設・機材への投入は最小限にする（総費用1.7億円）。

1. 長期専門家: 3～4名

（4分野（兼任可）:政策アドバイザー（チーフアドバイザー）、

業務調整員、酪農経営、酪農技術）

2. 短期専門家: 2名程度/年（酪農振興政策、調査手法等）

3. 研修員受入: 2名程度/年（プロジェクト運営管理、酪農経営等）

4. 機材供与: 車両等

5. ローカルコスト: 活動費

2. パラグァイ側投入

1. 人員: スタッフ等22名、事務員

2. 施設: プロジェクト事務所

3. ローカルコスト: 管理費等

(4) 実施体制

農牧省畜産担当副大臣（又は副大臣が任命した者）を総責任者（プロジェク

トダイレクター）とし、同省畜産研究生産局長を実施責任者（プロジェクト

マネージャー）とする。畜産研究生産局をメインサイトとして専門家執務室

を置く。

4. 評価結果（実施決定理由)

以下の視点からプロジェクトを評価した結果、協力を行うことは必要かつ妥当と

判断される。

(1) 妥当性

1. JICA国別事業実施計画との整合性

パラグァイに対する国別事業実施計画において、開発課題として取り上

げられている「貧困層（小農）の生産基盤・技術の強化と基礎的サービ

スの充実」のための「農村生活改善プログラム」に位置づけられる。



2. パラグァイ国政策との整合性

現在、畜産研究生産局では、地方での酪農分野におけるセミナーの開

催、人工授精用牛精液の無償供与等の中小規模農家向け支援活動が実施

されている。これらの技術的なアドバイスが、充分に効果を発現するに

は、その活動の基盤となる酪農振興戦略や支援制度が確立される等、事

業の実施体制整備が必要。この重要性を先方は充分認識し、制度改善に

係るアドバイスを求めていることから、設定した目標は意欲的且つ実現

可能なものであると言える。

(2) 目標達成の見込み

現在、畜産研究生産局では、地方での酪農分野におけるセミナーの開催、人

工授精用牛精液の無償供与等の中小規模農家向け支援活動が実施されてい

る。これらの技術的なアドバイスが、充分に効果を発現するには、その活動

の基盤となる酪農振興戦略や支援制度が確立される等、事業の実施体制整備

が必要。この重要性を先方は充分認識し、制度改善に係るアドバイスを求め

ていることから、設定した目標は意欲的且つ実現可能なものであると言え

る。

(3) 効率性

及び企画立案能力の向上により、適正技術開発・モデルの更新等、自立的な

事業展開が期待できることから、費用対効果は大きい。

(4) インパクト

中小規模農家の経営改善を計る上で必要な支援策を体系的に検討することが

できるほか、民間（農協等）を通した普及のあり方を検討・提案することが

できる。

(5) 自立発展性



畜産研究局員が専門家と共に農家の実態を調査し、目指すべき経営形態と支

援策を検討するが、この調査・分析・企画・立案能力の養成により計画終了

後の事業の継続と発展が期待される。

5. 外部要因リスク（外部条件）

政府の畜産政策に変更があったり、メルコスール体制下における牛乳の輸入状況

の変更等により、牛乳の市場価格が大きく下落する場合は、目標の達成が困難と

なる。

6. 今後の評価計画

(1)今後の評価に使う指標

国家酪農振興計画が策定される。

(2)評価スケジュール

終了の半年前に終了時評価

終了後5年後、10年後に事後評価


